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１. 韓国経済  

 

(図表1-1)実質GDP成長率（前期比）

(図表1-8）CPI上昇率（前期比）

(図表1-3)輸出（後方3カ月移動平均）◇2012年1～3月期（速報値）は前期を上回る0.9％成長
・1～3月期の実質GDP成長率は設備投資が著しく持ち直したことにより、前期比（以下同じ）
0.9％と、10～12月期の0.3％を上回った。需要項目では民間消費1.0％増、総固定資本形
成3.7％増（設備投資10.8％増、建設投資▲0.7％）、輸出3.4％増。
　前期比で加速したのは、ほとんどの需要項目が10～12月期にマイナスに陥った（設備投資
は7～9月期も）反動によるところが大きく、前年同期比成長率が2.8％（10～12月期は3.3％）
にとどまった点を合わせて考えると、内外需の勢いは弱いといえる。

◇内外需の低迷が続く
・輸出（通関ベース）は3月の前年同月比（以下同じ）▲1.4％に続き、4月も▲4.8％と前年割
れ。国・地域別では、米国向け4.3％増、中国向け▲2.9％、EU向け▲16.7％。
・消費に関しては、自動車販売台数の前年割れが続いており、4月は前年同月比▲4.5％。
デパートの売上も低迷が続く。消費の減速要因には、①実質国内総所得（GDI）の伸び悩
み、②社会保険負担や利払いなどの「非消費支出」の増加、③家計債務の増加を背景にし
た銀行の融資姿勢厳格化。
・2011年半ばより「家計債務総合対策」が実施されているが、ノンバンクの融資が伸びたた
め、家計債務の増加が続く。2月末、ノンバンクに対する融資抑制策を発表。

◇高止まりする期待インフレ率
・4月の消費者物価上昇率（前年同月比）は3月の2.6％を下回る2.5％に。ただし、食料・飲
料価格の上昇幅が再び拡大したほか、住宅・光熱費と交通費の上昇が続く。期待インフレ率
は5月現在3.7％と高止まりしており、政策金利の据え置きが続く。
・欧州債務危機の再燃を背景にウォン安が進む。ウォン安が進めば、輸入物価の上昇を通じ
てインフレ再加速のリスクも。

◇2012年は3.2％成長に
・韓国銀行は4月、今年の実質GDP成長率を3.5％へ下方修正（昨年末時点は3.7％）
・内外需の減速により、2012年の実質GDP成長率は11年の3.6％を下回る3.2％になるものと
予想。消費が冷え込めば、2％台となる可能性も。

(図表1-5)雇用関連指標

＜内外需の低迷が続く、欧州債務危機再燃を背景にしたウォン安にも注意＞

(図表1-7）CPI上昇率（前年同月比）

(図表1-4)自動車販売台数

(図表１-2)実質ＧＤＩと民間消費（前年同期比）
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(図表1-6）ウォンの対ドルレート（月中平均）
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２．台湾経済  

(図表2-1)実質GDP成長率（前年同期比）

(図表2-3)輸出動向（前年同月比）

＜前期比成長率は3期ぶりのプラスに転じるも、懸念される輸出回復の遅れ＞

◇1～3月期は前年同期比0.4％の成長、前期比は3期ぶりのプラスに
・ 2012年1～3月期（速報値）の実質GDP成長率（前年同期比、以下同じ）は0.4％と、10
～12月期の1.9％を下回った。民間消費が1.5％増となったのに対して、輸出が▲3.3％、
総資本形成▲14.9％。
　前期比成長率（年率換算）は1.1％と、3期ぶりのプラスに（7～9月期▲0.2％、10～12月
期▲0.6％）。

◇厳しい輸出環境が続く
・ 4月の輸出（通関ベース）は前年同月比（以下同じ）▲6.4％と、3月（▲3.2％）に続き前
年割れ。欧州向けがプラスに転じた一方、米国向け▲16.3％、全体の約4割を占める中
国・香港向け▲11.6％と、低下幅が拡大。
・3月の小売売上指数は前年同月比2.1％増に。自動車販売はガソリン価格上昇の影響
もあり、前年割れが続く。
・失業率（季調済）は3月4.14％から4月は4.19％へやや上昇。製造業の平均労働時間と
賃金（残業代を含む）の伸び率が低下しており、これが消費にマイナスの影響を及ぼして
いる。
・4月の製造業生産指数は前年同月比▲2.6％と、減少幅が縮小。

・年初に回復の兆しがみえた輸出受注額は3月の前年同月比▲1.6％から4月に▲3.6％
へ低下幅が拡大。米国向けが0.8％増、中国・香港向けは▲7.8％。品目別では電子機
器▲2.9％、情報通信機器▲4.6％、精密機器類▲6.5％に。

◇今後の経済見通し
・台湾政府は2月22日、2012年の実質GDP成長率見通しを1月に発表した3.91％から
3.85％へ若干下方修正。
・中国の輸出ならびに製造業生産の鈍化の影響を受けて、中国向けの輸出の低迷がし
ばらく続き、輸出の回復は年後半にずれ込む公算大。2012年の実質GDP成長率は
3.5％になるものと予想。

(図表2-2)輸出・生産関連指標
（前年同月比）

(図表2-6)小売売上高（前年同月比）

(図表2-7)雇用関連指標

(図表2-5）ＴＳＭＣ

２

(図表2-4）主要品目の輸出（前年同月比）

(図表2-8）物価上昇率（前年同月比）

▲ 10

▲ 5

0

5

10

2011/4 7 10 12/1、2

▲ 40

▲ 20

0

20

40

小売売上指数（左目盛）

自動車販売

（年/月）

（％） （％）

東日本大震災による
サプライチェーン寸
断の影響

▲ 10

▲ 5

0

5

10

15

20

10/Ⅰ Ⅲ 11/Ⅰ Ⅲ 12/Ⅰ

▲ 20

▲ 10

0

10

20

30

40

実質GDP成長率

民間消費

総固定資本形成（右目盛）

輸出（右目盛）

（％）

（年/期）

（％）

（注）速報値では総固定資本形成は未発表

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

30

40

11/1 4 7 10 12/1,2

全体

中国・香港

米国

欧州

（％）

（年/月）
〔注）2012年1、2月は合計額の前年同期
比

▲ 40

▲ 20

0

20

40

60

80

100

120

2010/7 10 11/1 4 7 10 12/1,2

電子機器

情報通信機器

精密機器類

（％）

（年/月）
（注）液晶パネルは精密機器などに含まれる

▲ 4

▲ 2

0

2

4

2009/1 7 10/1 7 11/1 7 12/1

▲ 20

▲ 10

0

10

20
消費者物価（左目盛）

卸売物価

（％） （％）

（年/月）

15

20

25

30

35

40

45

2009/7 10/1 7 11/1 7 12/1

▲ 50

0

50

100

150

200

売上（左目盛）

伸び率
（10億台湾ドル）

（年/月）（資料）TSMC

（％）

▲ 10

0

10

20

30

11/1 7 12/12

輸出

製造業生産

輸出受注額

（％）

（年/月）

4

5

6

10/1 7 11/1 7 12/1

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

30

就業者数（前年同月比増減、右目盛）

季調済失業率(左目盛）（％） （万人）

（年/月）



　

３．ASEAN・インド経済  

(図表3-1)実質GDP成長率(前年同期比）

＜インドネシアでは比較的高い成長を維持、タイも1～3月期にプラス成長＞

◇ＡＳＥＡＮ諸国
・世界経済の減速を受けて、ASEAN諸国の輸出が急減速。
・シンガポールでは2012年1～3月期の実質GDP成長率が前期比（年率換算）10.0％に（前
年同期比は1.6％）。
・インドネシアの1～3月期の実質GDP成長率（前年同期比）は前期をやや下回る6.3％に。
世界経済の減速の影響を受けて輸出が7.8％増と鈍化したものの、民間消費4.9％増、総固
定資本形成9.9％増と内需が安定的に伸びた。
  他方、消費者物価上昇率（前年同月比）は2月の3.6％から3月4.0％、4月4.5％と、インフレ
圧力がやや強まる傾向にあり、消費への影響が懸念。
・マレーシアでも民間消費と総固定資本形成が高い伸びとなったが、輸出の減速により1～3
月期の実質GDP成長率（前年同期比、以下同じ）は前期をやや下回る4.7％に。

・洪水により景気が落ち込んだタイでは、ほぼ順調に回復。実質GDP成長率（前年同期比）
は10～12月期の▲8.9％から1～3月期には0.3％へ。民間消費2.7％増、総固定資本形成
5.2％増となったのに対して、輸出は▲3.2％。
　4月より最低賃金40％引き上げ。消費の刺激が期待される一方、企業経営への影響やイン
フレ助長が懸念。

・ベトナムでは1～3月期の実質GDP 成長率が前年同期比4.0％に。他方、CPI上昇率（前年
同月比）は8カ月連続で低下し、5月（速報値）は8.3％。景気の減速とインフレ率の低下を受
けて、4月11日、追加利下げ実施。

◇インド
・インフレと相次ぐ利上げの影響で製造業が減速し、10～12月期の実質GDP成長率（前年
同期比）は前期の6.9％を下回る6.1％に。足元では、輸出と生産が再び減速。景気減速とイ
ンフレの抑制を受けて、4月17日政策金利を0.5％引き下げ。
・ただし、卸売物価上昇率（前年同月比）は3月の6.9％から4月に7.2％へやや上昇するな
ど、物価動向は引き続き要注意。
・2011年度（11年4月～12年3月）の成長率は6.9％、12年度は7.2％になるものと予想。

(図表3-6）ベトナムの経済指標

３

(図表3-8）インドの物価上昇率（前年同月比）(図表3-2）輸出(前年同期比）

(図表3-4)タイの実質GDP成長率
（前年同期比）

(図表3-3）タイの製造業生産・輸出
（前年同月比）

(図表3-7)インドの経済指標（前年同月比）

(図表3-5)インドネシアの実質GDP成長率
（前年同期比）
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4．中国経済  

(図表4-7)基準金利（1年物）、預金準備率

(図表4-2)輸出、工業生産

(図表4-3)小売売上高（前年同月比）

＜預金準備率引き下げ等の景気対策を推進＞

(図表4-4)自動車販売台数
  ◇内外需とも伸びが鈍化
　 ・1～4月の固定資産投資（除く、農村家計）は、前年同期比20.2％増。不動産開発投
　　資も同18.7％増と、伸び率が大幅に低下。他方、小売売上高は拡大続くも、増勢は鈍
　　化。自動車販売台数は前年比で持ち直しているものの、商用車は大幅な落ち込み。
　 ・EU向けの2カ月連続の前年割れなどもあり、4月の輸出は前年同月比4.9％増と伸び
　　悩む。輸出の低迷が工業生産付加価値の伸び率を押し下げる一因に。

 ◇物価上昇率は低下傾向、人民元対米ドルレートは緩やかな元安
   ・4月の消費者物価は前年同月比＋3.4％と、前月を0.2％ポイント下回る。物価高騰の
　　主因であった食品価格の上昇は沈静化しつつあり、金融緩和の余地拡大。
   ・5月の人民元の対米ドルレートは、4月の変動幅拡大後も、1日の動きは狭い範囲内
　　で推移しつつ、緩やかな元安進む。

 ◇預金準備率の引き下げに加え、消費刺激策を打ち出す
　・5月12日、中国人民銀行は預金準備率の0.5％ポイント引き下げを発表（実施は18日）。
　 景気の減速を背景に、金融面からの下支え措置を強化。
  ・同月16日の国務院常務会議において、条件を充たしたエアコン等の家電5品目に265
　 億元の財政補助、小型エコカーや省エネモーター、省エネ照明にも別途補助金を投じ
　 る方針を打ち出す。

 ◇下振れ要因強まるも、内需拡大策を通じて景気は底打ちへ
  ・景気減速感は総じて強まっているものの、財政政策の面から、輸出や投資を急回復さ
　　せようとする姿勢は、現時点では強く看取されず。
　・消費を中心に、内需拡大策の段階的な推進が見込まれることから、景気は4～6月期
　　を底に、持ち直すと期待。
　

(図表4-6）人民元レート(図表4-5)物価上昇率（前年同月比）

４

(図表4-8)消費刺激策

(図表4-1)固定資産投資（除く、農村家計）
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　　　2．2010年末までは、都市部のみ

対象品目 支援規模など

家電

一定基準を充たすエアコン、
薄型テレビ、冷蔵庫、洗濯

機、湯沸かし器に265億元の
財政補助（実施期間は、暫
定的に1年間）

自動車
排気量1,600cc以下のエコ
カーに60億元の財政補助

省エネ照明
LED電灯などに22億元の財
政補助

(資料)中国政府ウェブサイト
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（注）1．消費者物価指数で実質化
　　   2．2012年から1月、2月は、1～2月の伸び率
　　　　　を使用
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（注）1月は1～2月の平均販売台数、前年同期比で表示
（資料）中国汽車工業協会、CEICデータベース
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